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別表第１（第４条第１項第１号） 

基本保育分に係る事業内容及び補助基準 

 

補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

１ 定数外保育教諭等設

置事業 

市基準に定める職員配置の基準

を満たすための保育教諭等（幼保連

携型認定こども園にあっては保育教

諭、幼稚園型認定こども園にあって

は教育・保育を行う職員をいう。以下

同じ。）の設置に要する経費に相当す

る額。ただし、施設型給付費における

学級編制調整加配加算及びチーム

保育加配加算の対象人数に係るもの

を除く。 

また、利用定員を弾力化した場合

に、各クラスにおける必要保育教諭

等の数の算定において、１人未満の

端数を切り上げた数の総数が増とな

るときは、その数を加えるものとす

る。 

補助対象保育教諭等

１人当たり月額２０５，

５３０円×１６．４５か月

×補助対象月数／１２

月 

２ 看護師等設置事業 市基準に定める職員配置の基準を

満たすための常勤看護師（幼稚園型

認定こども園にあっては、常勤看護

師又は養護教諭）の設置に要する経

費に相当する額。 

１こども園当たり月額

２４４，３０６円×１４．５

５か月×補助対象月

数／１２月 

３ 栄養士設置事業 市基準に定める職員配置の基準を

満たすための常勤栄養士の設置に

要する経費に相当する額。当補助事

業の活用にあたっては、公定価格の

栄養管理加算の適用が必須。 

１こども園当たり月額

１８８，７００円×（１２

か月×２／５+４．４５

か月）×補助対象月数

／１２月 

４ 調理員設置事業 （１） 通常分 

市基準に定める職員配置の基準を

満たすための調理員の設置に要する

経費に相当する額。ただし、補助金

額の算出に当たっては、この数より

以下の人数を減じるものとする。 

ア 定員４０人以下（保育認定部分）

の施設 １名 

イ 定員４１人以上（保育認定部分）

の施設 ２名 

（１） 調理員１人当た

り月額１７６，２００円

×１６．４５か月×補助

対象月数／１２月 

（２） 調理員１人当た

り月額８４，９３３円×

１２月 
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補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

また、施設型給付費における給食実

施加算額においては、当該年度の当

該事業に係る補助額を超えない範囲

において、第２期分において減額す

るものとする。 

 

（２） 特別加配分 

 アレルギーその他市長がこれに相

当するものとしてやむを得ないと認め

る理由により、除去食・代替食を要す

る児童が５人につき、調理員１名の設

置に要する経費に相当する額。 

５ 事務職員設置事業 事務職員の設置に要する経費に相

当する額。ただし、公定価格に含まれ

る職員数に係る経費を除くものとす

る。 

１こども園当たり月額

３８，１３０円を限度と

する。 

６ 教材購入事業 教育・保育内容の充実、向上のため

の物品の購入に要する経費に相当

する額。 

１７７円×各月１日在

籍の児童数 

７ 児童健康診断実施事

業 

児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準（昭和２３年１２月２９日厚生

省令第６３号）第１２条に基づく１年に

２回の健康診断に加えて実施する健

康診断、眼科検診及び歯科検診に要

する経費に相当する額。 

１健診・検診につき２

９，１００円を限度とす

る。 

８ 主食費等徴収免除事

業 

（１） 当該年度の当初に３歳以上で

あり、次のいずれかに該当する児童

（以下「主食費徴収免除対象子ども」

という。）の主食費の徴収の免除に要

する経費に相当する額。 

 

ア 特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関す

る基準（平成２６年内閣府令第３９

号）第１３条第４項第３号イ（１）又

は（２）に規定する年収３６０万円未

満相当世帯に属する子ども 

 

（１） ３５円×各月１日

の主食費徴収免除対

象子ども数×給食実

施日数 



3 

 

補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

イ 特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関す

る基準（平成２６年内閣府令第３９

号）第１３条第４項第３号のロ（１）

又は（２）に規定する第３子以降の

子ども 

 

ウ 保護者及び当該保護者と同一の

世帯に属する者が子ども・子育て

支援法施行令（平成２６年政令第２

１３号）第１５条の３第２項に規定す

る市町村民税を課されないものに

準ずるものである子ども 

 （２） 主食費徴収免除対象子どもが

預かり保育を利用した場合のおやつ

代。 

（２） ２０円（児童１人

当たりのおやつ代が２

０円を下回る場合はそ

の額）×主食費徴収免

除対象子ども数に対

するおやつの提供日

数 

 （３） 主食費徴収免除対象子どもが

預かり保育を利用した場合の給食

費。 

（３） ２４５円（児童１

人当たりの給食費が２

４５円を下回る場合は

その額）×主食費徴収

免除対象子ども数に

対する給食実施日数 

９ 職員健康診断実施事

業 

年１回の健康診断（胸部レントゲン及

び尿検査を含む。）に要する経費に

相当する額。 

ただし、国配置基準による職員数に

係る経費を除く。 

２，０００円×受診した

職員数 

１０ 独立行政法人日本ス

ポーツ振興センター加入

事業 

独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターの災害共済給付制度加入に係る

保護者の負担を軽減するため、負担

金に要する経費に相当する額。 

児童１人当たり年額７

５円を限度とする。 

１１ 賠償責任保険加入

事業 

こども園の管理における瑕疵による

事故等に起因する損害賠償等の負

担を軽減するため、賠償責任保険に

１こども園当たり年額

３０，０００円を限度と

する。 
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補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

要する経費に相当する額。 

１２ 職員研修実施事業 職員の資質向上のために実施する

研修への出席に要する経費に相当

する額。 

１こども園当たり年額

５０，０００円を限度と

する。 

１３ おむつ回収事業 おむつの自園処理を行った場合の事

業系ごみの廃棄に要する経費に相当

する額。 

１００円×各月１日の３

歳未満児の在籍数 

１４ 実費徴収に係る補足

給付事業 

生活保護受給者（本市に住所を有す

る教育・保育給付認定保護者のうち、

習志野市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業に係る利用者負

担額に関する規則（平成２７年規則第

２８号）別表第１又は別表第２のＡ階

層に属する者及び１号認定保護者の

うち、これらの階層に相当する者（前

年度において、これらの認定を受け

ていた者を含む。）が、特定教育・保

育等の提供を受けた場合において、

当該教育・保育給付認定保護者が支

払うべき次の経費に相当する額。 

（１） 日用品、文房具その他の特定

教育・保育等に必要な物品の購入

に要する費用 

（２） 特定教育・保育等に係る行事

への参加に要する費用 

児童１人当たり月額

２，５００円を限度とす

る。 

１５ 第三者評価受審事

業 

第三者評価の受審（公定価格の加算

による事業と同等の事業として市長

が認めるものをいう。）に要する経費

に相当する額。 

ただし、公定価格による加算適用年

度から起算して、４年度目又は５年度

目のいずれかの年度の事業に限る。 

１こども園当たり年額

１５０，０００円を限度と

する。 
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別表第２（第４条第１項第２号） 

特別保育分に係る事業内容及び補助基準 

 

補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

１ 特別支援保育実施

事業 

（１） 特別な支援が必要な児童 

習志野市保育指導委員会におい

て、特別な支援が必要であると判断

した児童（2 号及び 3 号認定子ども）

の保育の実施に当たり、保育士の配

置に要する経費に相当する額。 

   ただし、当該年度の入所児童又

は連携先からの進級児童に限り、 

本事業の実施前に、習志野市保育

指導委員会の審議を経ていない場

合は、当該児童の受入後に、第１期

中に開催される習志野市保育指導

委員会の審議を受け、審議結果に

基づく職員配置を行うことができる

（審議前の職員配置については、年

齢区分ごとに１：１又は３：１の職員

配置を行うものとする。）。 

 

（２） 健康面、発達面において特別な

支援が必要な児童（1号認定子ども）

が 2 人以上在籍し、次の要件を満た

す場合。 

ア 日々通園し、教育・保育における

集団活動に参加することが可能で

あること。 

イ 特別児童扶養手当等の支給に

関する法律（昭和３９年法律第１３

４号）に基づく特別児童扶養手当

の支給対象である場合又は習志

野市保育指導委員会で、特別な

支援が必要であると判断した場

合。 

 

（３） 医療的ケア児保育支援 

市が実施する医療的ケア児保育

支援事業と同等の事業として市長が

（１）補助対象保育教

諭１人当たり月額２０

５，５３０円×１６．４５

か月×補助対象月数

／１２月（第１号ただし

書の規定の適用する

場合において、習志野

市保育指導委員会の

審議の結果により加

配（審議前の職員配置

の配置割合を含む。）

が認められなかったと

きは、この算定結果に

２で除した額を補助基

準額とする。） 

 

 

 

（２）国が定める子ど

も・子育て支援交付金

交付要綱に規定され

る多様な事業者の参

入促進・能力活用事業

の基準額に準拠した

額。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）保育教諭の設置

にあっては定数外保

育教諭等設置事業と、
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補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

認めるもの。 看護師の設置にあっ

ては看護師等設置事

業の補助基準額と同

額とする。これらは、い

ずれかの適用とする。 

 

２ 産休明け保育実施事

業 

（１） 生後５７日目から４か月未満の乳

児を対象とした、産休明け保育を実

施するために要する経費に相当す

る額。 

 

（２） 保育教諭等の配置人数が、２対

１以上である場合に限る。 

補助対象保育教諭等

１人当たり月額２０５，

５３０円 

ただし、対象児童の入

所があった月の日割り

計算とし、対象児童の

登園日数を日割りが

発生する月のうち閉園

日を減じた日数で除し

た値に上記月額を乗じ

た額を基準とする。 

３ 一時保育実施事業 保護者の育児疲れ解消、急病や断続

的勤務・短時間勤務等の勤務形態の

多様化等に伴う、一時的な保育に要す

る経費に相当する額。 

国が定める子ども・

子育て支援交付金交

付要綱に規定される

運営費（一般型、余裕

活用型及び幼稚園型

に係るものをいう。）に

係る基準額に準拠した

額。 

この場合において、

当該基準額に係る利

用児童数の算定に当

たっては、市基準の規

定による各年齢の必

要保育教諭等数に応

じた算定を行うものと

する。 

４ 休日保育実施事業 （１） 日曜日、国民の祝日等において

も開所し、保育を実施するために要

する経費に相当する額。 

（２） 公定価格の休日保育加算の適

用を受けていない施設に限る。 

（３） 保育士の配置が２人以上である

月額１００，０００円 
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補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

ことを要する。 
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別表第３（第４条第３号） 

その他分の事業内容及び補助基準 

 

補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

１ 地域交流活動支援

事業 

こども園が、地域との交流活動を実施

するに当たり要する経費に相当する

額  

（１） 子育て家庭の育児不安への相

談指導 

（２） 園庭の開放による地域との交流 

（３） 児童の地域住民とのふれ合い

活 

 動 

（４） その他市長が認める事業 

左記の事業を実施す

るに当たり支出する

経費のうち、人件費を

除いたものを対象と

し、年間１２０，０００円

を限度とする。 

２ 地域子育て支援拠

点事業 

国の定める要綱に基づきこども園に

おいて、乳幼児及びその保護者が相

互の交流を行う場所を開設し、子育て

についての相談、情報の提供、助言

その他の援助を行う事業の運営に係

る経費。 

国が定める子ども・子

育て支援交付金交付

要綱に規定される一

般型の運営費に係る

基準額に準拠した

額。 

３ 利用者支援事業 国の定める要綱に基づきこども園に

おいて、教育・保育・保健その他の子

育て支援の情報提供及び必要に応

じ、相談・助言等を行うとともに、関係

機関との連絡調整等を実施する事業

に要する経費。 

国が定める子ども・子

育て支援交付金交付

要綱に規定される基

本型の基本分に係る

基準額に準拠した

額。 

４ 保育教諭確保のた

めの保育士資格取得

支援事業 

国の定める要綱に基づきこども園に

おいて実施する次の事業に要する経

費。 

（１） こども園に勤務している幼稚園

教諭免許状を有し、保育士資格を

有していない者が、保育士資格を

取得するために要した養成施設の

受講料等に相当する額。 

（２） 教育支援体制整備事業費交付

金における保育教諭確保のための

幼稚園教諭免許状取得支援事業

において、受講料補助の対象とな

る保育士の代替保育従事者の雇

上げに係る経費に相当する額。 

国が定める保育対策

総合支援事業費補助

金交付要綱に規定さ

れる保育教諭確保の

ための保育士資格取

得支援事業に係る基

準額に準拠した額。 
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補助事業名 補助事業内容・対象 補助基準額 

５ 保育環境改善等事

業（新型コロナウイルス

感染症対策支援事業） 

国の定める要綱に基づき幼保連携型

認定こども園において実施する次の

事業に要する経費に相当する額。 

（１） 緊急時の職員確保を行う事業

（職員の感染等による人員不足

に伴う職員の確保等の費用） 

（２） 職場環境の復旧・環境整備等

を行う事業（消毒清掃費用等） 

国が定める保育対策

総合支援事業費補助

金交付要綱に規定さ

れる保育環境改善等

事業（新型コロナウ

イルス感染症対策に

係る保育所等事業継

続支援事業）に係る

基準額に準拠した

額。 

６ 地域子ども・子育て

支援事業における新型

コロナウイルスの感染

拡大防止対策事業 

国の定める要綱に基づき一時保育実

施事業又は地域子育て支援拠点事

業において実施する次の事業に要す

る経費に相当する額。 

（１） 緊急時の職員確保を行う事業

（職員の感染等による人員不足

に伴う職員の確保等の費用） 

（２） 職場環境の復旧・環境整備等

を行う事業（消毒清掃費用等） 

国が定める子ども・子

育て支援交付金交付

要綱に規定される新

型コロナウイルス感染

症に係る事業継続支

援事業に係る基準額

に準拠した額。 
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別表第４（第７条） 

実績報告に係る添付書類一覧 

 

基本保育分 

事業名 添付書類 

１ 定数外保育教諭等設置事業 

２ 看護師等設置事業 

３ 栄養士設置事業 

４ 調理員設置事業 

５ 事務職員設置事業 

 

（１） 補助対象経費確認表及び職員名簿 

（２） 資格を要する事業については資格者証の写し 

（３） 就業規則及び給与規程の写し 

（４） 補助対象職員の人件費内訳表 

（５） 調理員設置事業特別加配分の対象名簿及び

当該児童について加配を要することを証する書

類（医師が作成した指導票その他これに類するも

のをいう。） 

６ 保育教材購入事業 

７ 児童健康診断実施事業 

（１） 対象経費内訳表 

８ 主食費等徴収免除事業 （１） 主食費徴収免除対象子どもであることを証す

る書類（管外受託児童のみ。） 

９ 職員健康診断実施事業 （１） 各診断、検査の実施について、受診した職員

及び実施状況並びに支払状況を証する書類 

１０ 独立行政法人日本スポーツ振

興センター加入事業 

（１） 独立行政法人日本スポーツ振興センター加入

契約書の写し 

（２） 加入児童名簿 

（３） 保護者負担費がわかるもの 

１１ 賠償責任保険加入事業 （１） 賠償責任保険の加入契約書の写し 

（２） 支払明細書の写し 

１２ 職員研修実施事業 （１） 職員研修の実績状況 

（２） 研修への出席に要する経費がわかるもの 

１３ おむつ回収事業  

１４ 実費徴収に係る補足給付事業 （１） 補足給付事業について、事業の実施状況並

びに支払状況を証する書類 

１５ 第三者評価受審事業 （１） 評価機関と締結した契約書又は契約内容を

証する書類 

（２） 受審結果が分かる資料（受診結果及び公表を

行っているホームページの写し） 

※ 添付書類は、当該記載事項に相当する事項が記載された書類に代えることができる。 

※ 複数の事業において、同様の添付書類の提出を要する場合、１部のみの提出とすること

ができる。 

※ 資格者証の写し、就業規則及び給与規程並びに調理員設置事業の特別加配分に係る
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資料については、２回目の申請に当たっては、変更が生じた場合のみ添付すること。 

 

特別保育分 

事業名 添付書類 

１ 特別支援保育実施事業 （１） 補助対象経費確認表及び職員名簿 

２ 産休明け保育実施事業 

３ 一時保育実施事業 （１）利用児童数、事業実施時間（日）等の事業の実

施状況が分かるもの 

４ 休日保育実施事業 

 

 

その他分 

事業名 添付書類 

１ 地域交流活動支援事業 開催日時、内容、参加者数、経費の内訳等が分か

るもの 

２ 地域子育て支援拠点事業 

３ 利用者支援事業 

（１） 職員名簿 

（各事業に対応する職員配置状況が分かるもの） 

（２） 資格を要する事業については資格者証の写し 

（３） 就業規則及び給与規程の写し 

（４） 給与の支払状況を証する書類 

（５） 事業計画書など事業の実施状況の分かるも 

 の 

（６） パンフレット 

４ 保育教諭確保のための保育士

資格取得支援事業 

（１） 養成施設における受講対象者の幼稚園免許 

 状及び保育士証 

（２） 養成施設の入学料及び受講料等の額を証す

る書類 

（３） 受講対象者が（２）の費用を施設から受け取っ

たことが確認できる書類 

（４） 代替保育従事者が勤務していたことを証する

書類 

（５） 代替保育従事者の雇上げに要する費用を証

する書類 
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５ 保育環境改善等事業（新型コロ

ナウイルス感染症対策支援事業） 

（１） 感染等の発生状況が分かる書類 

（２） 緊急時の職員確保を行う事業の実施状況を

証する書類の写し 

（３） 職場環境の復旧・環境整備等を行う事業の実

施状況を証する書類の写し 

６ 地域子ども・子育て支援事業に

おける新型コロナウイルスの感染

拡大防止対策事業 

（１） 感染等の発生状況が分かる書類 

（２） 緊急時の職員確保を行う事業の実施状況を

証する書類の写し 

（３） 職場環境の復旧・環境整備等を行う事業の実

施状況を証する書類の写し 

 


